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○一般会計決算の状況 

■歳入決算額 ８０億８，１０７万２千円（前年度比１２．３％減） 

国庫支出金で特別定額給付金給付事業費補助金の減や地方債でクリーンセンター整備事業債が減と

なったことなどによる。 

■歳出決算額 ７５億１，５３７万１千円（前年度比１８．３％減） 

令和２年度に実施した新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う特別定額給付金給付事業の反動減や積

立金において、ふるさと忠岡応援寄附金に係る基金積立金が減となったことなどによる。 

 

○決算収支 

令和３年度の歳入歳出差引額（形式収支）は５億６，５７０万１千円、実質収支（形式収支から翌年度へ繰

り越すべき財源１，７６５万８千円を差し引いた額）５億４，８０４万３千円の黒字となりました。 

また、単年度収支は５億３，７９１万３千円、実質単年度収支は６億４８９万４千円となりました。 

 

（単位：千円） 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

３年度 2年度 増減額

① 歳 入 総 額 8,081,072 9,216,104 △1,135,032

② 歳 出 総 額 7,515,371 9,198,507 △1,683,136

③ 形 式 収 支 565,701 17,597 548,104

④ 翌年度へ繰り越すべき財源 17,658 7,467 10,191

⑤ 実 質 収 支 548,043 10,130 537,913

⑥ 単 年 度 収 支 537,913 △9,857 547,770

⑦ 実 質 単 年 度 収 支 604,894 173,771 431,123

区　　　　　　　　　　分

令 和 ３ 年 度 一 般 会 計 決 算 の 概 要 

単年度収支 ＝ 今年度実質収支 ― 前年度実質収支 

実質単年度収支 ＝ 単年度収支 ＋ 積立金 ＋ 繰上償還金 － 積立金取崩し額 
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○歳入 

＜歳入決算額の状況＞《☆自主財源  ◇依存財源》                          （単位：千円；％） 

 

 

＜自主財源と依存財源の状況＞                                          （単位：千円；％） 

 

決算額 構成比 決算額 構成比

☆ 2,380,820 29.5 2,363,092 25.6 17,728 0.8

◇ 34,505 0.4 33,740 0.4 765 2.3

◇ 2,139 0.0 2,657 0.0 △518 △ 19.5

◇ 16,880 0.2 11,275 0.1 5,605 49.7

◇ 18,944 0.2 12,789 0.1 6,155 48.1

◇ 377,326 4.7 348,134 3.8 29,192 8.4

◇ 0 0.0 0 0.0 0 －

◇ 6,854 0.1 5,852 0.1 1,002 17.1

◇ 30,797 0.4 15,011 0.2 15,786 105.2

◇ 41,422 0.5 20,444 0.2 20,978 102.6

◇ 2,003,715 24.8 1,754,500 19.0 249,215 14.2

◇ 3,146 0.0 3,167 0.0 △21 △ 0.7

☆ 2,220 0.0 2,185 0.0 35 1.6

☆ 92,978 1.2 90,023 1.0 2,955 3.3

◇ 1,441,474 17.8 2,739,513 29.7 △1,298,039 △ 47.4

◇ 571,038 7.1 534,352 5.8 36,686 6.9

☆ 33,636 0.4 34,159 0.4 △523 △ 1.5

☆ 224,063 2.8 277,037 3.0 △52,974 △ 19.1

☆ 32,054 0.4 14,707 0.2 17,347 118.0

☆ 17,598 0.2 24,562 0.3 △6,964 △ 28.4

☆ 123,354 1.5 113,135 1.2 10,219 9.0

◇ 626,109 7.8 815,770 8.9 △189,661 △ 23.2

うち 臨 時 財 政 対 策 債 280,809 3.5 208,409 2.3 72,400 34.7

8,081,072 100.0 9,216,104 100.0 △1,135,032 △ 12.3

増減率

町 税

３年度

歳　　入　　合　　計

財 産 収 入

寄 附 金

繰 入 金

繰 越 金

諸 収 入

町 債

法 人 事 業 税 交 付 金

配 当 割 交 付 金

株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金

地 方 消 費 税 交 付 金

自 動 車 取 得 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

地 方 譲 与 税

増減額

府 支 出 金

利 子 割 交 付 金

地 方 交 付 税

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金

分 担 金 及 び 負 担 金

使 用 料 及 び 手 数 料

国 庫 支 出 金

区　　　　　　　　分
2年度

環 境 性 能 割 交 付 金

決算額 構成比 決算額 構成比

自 主 財 源 2,906,723 36.0 2,918,900 31.7 △ 12,177 △0.4

依 存 財 源 5,174,349 64.0 6,297,204 68.3 △1,122,855 △17.8

合 計 8,081,072 100.0 9,216,104 100.0 △1,135,032 △12.3

区 分
2年度

増減率増 減 額
３年度
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 ■町税 

  ○個人住民税 7 億６，０３９万６千円（前年度比 ＋３４１万３千円、＋０．５％） 

   ○法人町民税 １億７，９２８万９千円（前年度比 ＋２，７４６万２千円、＋１８．１％） 

    事業者の業績好調などによる。 

   ○固定資産税 １０億５，５５０万４千円（前年度比 △２，６３２万８千円、△２．４％） 

    評価替えによる減及びコロナ軽減による減。 

   ○たばこ税  １億２，１６２万８千円（前年度比 ＋１，６３１万９千円、＋１５．５％） 

    税率の引き上げ及び売渡本数の増による。 

 

 
  

■地方交付税 

  ○普通交付税 １７億６，６３２万２千円（前年度比 ＋２億６，１３０万７千円、＋１７．４％） 

    「臨時経済対策費」の創設等による再算定に伴う増。 

○特別交付税 ２億３，７３９万３千円（前年度比 △１，２０９万２千円、△４．８％） 

 

 ■国・府支出金 

○国庫支出金 １４億４，１４７万４千円（前年度比 △１２億９，８０３万９千円、△４７.４％） 

    特別定額給付金給付事業費補助金の減による。 

○府支出金 5 億７，１０３万８千円（前年度比 ＋３，６６８万６千円、＋６．９％） 

    宝くじ社会貢献広報市町村補助金などの増による。 

 

 ■寄附金 ２億２，４０６万３千円（前年度比 △５，２９７万４千円、△１９．１％） 

    ふるさと忠岡応援寄附金の減による。 
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 ■繰入金 ３，２０５万４千円（前年度比 ＋１，７３４万７千円、＋１１８．０％） 

    愛の福祉基金繰入金の増による。 

 

 ■町債 ６億２，６１０万９千円（前年度比 △１億８，９６６万１千円、△２３．２％） 

    クリーンセンター整備事業債や消防指令システム共同運用整備事業債などの減による。 

 

○歳出 

＜目的別歳出決算額＞                                          （単位：千円；％） 

 
  

■総務費 １１億９，９４９万３千円（前年度比 △２０億５，２７０万７千円、△６３．１％） 

特別定額給付金給付金事業の反動減などによる。 

 

 ■民生費 ２９億５，８９８万８千円（前年度比 ＋５億３，２２９万３千円、＋２１．９％） 

  子育て世帯臨時特別給付金や東忠岡地区認定こども園整備事業などの増による。 

 

 ■衛生費 ９億８，６３９万６千円（前年度比 △５，３３５万４千円、△５．１％） 

   クリーンセンター各機器更新等工事の減による。 

 

 ■消防費 ３億２，０３７万８千円（前年度比 △３，８０５万３千円、△１０．６％） 

   消防指令システム共同運用整備事業の減による。 

 

 ■教育費 ５億４，０５７万２千円（前年度比 △７，２５７万４千円、△１１．８％） 

   東忠岡小学校第二体育館解体撤去工事やスポーツセンター空調設備改修工事などの減による。 

 

決算額 構 成 比 決算額 構 成 比

97,318 1.3 98,892 1.1 △1,574 △1.6

1,199,493 16.0 3,252,200 35.3 △2,052,707 △63.1

2,958,988 39.4 2,426,695 26.4 532,293 21.9

986,396 13.1 1,039,750 11.3 △53,354 △5.1

1,096 0.0 1,380 0.0 △284 △20.6

19,158 0.2 12,001 0.1 7,157 59.6

10,206 0.1 23,238 0.3 △13,032 △56.1

623,231 8.3 617,900 6.7 5,331 0.9

320,378 4.3 358,431 3.9 △38,053 △10.6

540,572 7.2 613,146 6.7 △72,574 △11.8

758,535 10.1 754,874 8.2 3,661 0.5

0 0.0 0 0.0 0 0.0

7,515,371 100.0 9,198,507 100.0 △1,683,136 △18.3

民 生 費

区　　　分
2年度３年度

増 減 額 増 減 率

議 会 費

総 務 費

災 害 復 旧 費

公 債 費

合　　　　計

労 働 費

農 林 水 産 業 費

商 工 費

土 木 費

消 防 費

教 育 費

衛 生 費
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＜性質別歳出決算額＞                                         （単位：千円；％） 

 

 

 ■義務的経費 ３７億４，７０７万９千円（前年度比 ＋４億３，３５０万９千円、＋１３．１％） 

   ○人件費 １５億８５６万６千円（前年度比 ＋８，０４４万５千円、＋５．６％） 

    一般職、特別職に係る職員給等の増及び退職手当の増による。 

○扶助費 １４億７，９９７万８千円（前年度比 ＋３億４，９４０万３千円、＋３０．９％） 

    子育て世帯臨時特別給付金などの増による。 

 ■投資的経費 ６億５，０５７万６千円（前年度比 ＋２，７５６万８千円、＋４．４％） 

    東忠岡地区認定こども園整備工事や西区ふれあい公園整備工事などの増による。 

 ■その他経費 ３１億１，７７１万６千円（前年度比 △２１億４，４２１万３千円、△４０．７％） 

   ○補助費等 ７億５，０６５万５千円（前年度比 △１９億２４１万５千円、△７１．７％） 

    特別定額給付金給付事業の反動減などによる。 

   ○積立金 １億２，８１３万３千円（前年度比 △１億８，９３８万１千円、△５９．６％） 

    ふるさと忠岡応援寄附金に係る基金積立金の減による。 

 

＜特別会計及び企業会計への繰出金＞                                （単位：千円；％）  

 

決算額 構 成 比 決算額 構 成 比

3,747,079 49.9 3,313,570 36.0 433,509 13.1

1,508,566 20.1 1,428,121 15.5 80,445 5.6

うち退職手当 115,516 1.5 85,919 0.9 29,597 34.4

1,479,978 19.7 1,130,575 12.3 349,403 30.9

758,535 10.1 754,874 8.2 3,661 0.5

650,576 8.6 623,008 6.8 27,568 4.4

3,117,716 41.5 5,261,929 57.2 △2,144,213 △40.7

うち 補 助 費 等 750,655 10.0 2,653,070 28.8 △1,902,415 △71.7

うち 物 件 費 1,303,536 17.3 1,419,366 15.4 △115,830 △8.2

うち 積 立 金 128,133 1.7 317,514 3.5 △189,381 △59.6

うち 繰 出 金 796,342 10.6 775,935 8.4 20,407 2.6

7,515,371 100.0 9,198,507 100.0 △1,683,136 △18.3

区　　　分
2年度

増 減 額 増 減 率
３年度

公 債 費

義 務 的 経 費

人 件 費

投 資 的 経 費

扶 助 費

合　　　　計

そ の 他 経 費

区　　　　　　分 ３年度(A) ２年度(Ｂ) 増減額(A-B) 増減率

国民健康保険事業勘定特別会計 209,080 204,450 4,630 2.3

介 護 保 険 特 別 会 計 290,925 278,848 12,077 4.3

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 296,337 292,637 3,700 1.3

小　　　　　　計 796,342 775,935 20,407 2.6

下 水 道 事 業 会 計 470,000 460,000 10,000 2.2

合　　　　　　計 1,266,342 1,235,935 30,407 2.5
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105.9
104.3

113.3 113.6
112.7

109.4

103.9

108.4

104.2

95.5

91.7 91.6

95.0

94.3

93.1 93.2
94.3

95.9

95.9

91.3

94.7 94.8
95.9

92.6

96.7 96.9 96.4 97.2

94.5

87.8

85

90

95

100

105

110

115

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度

経常収支比率の推移
忠岡町

府内町村平均

府内市町村平均％

4,367 4,406

4,685

4,892
4,812

4,745

4,613

4,710

4,540 4,555

4,125

4,222

4,136

4,305 4,270
4,337

4,439

4,345 4,357

4,768

3,700

3,900

4,100

4,300

4,500

4,700

4,900

5,100

24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度

経常一般財源等収入と経常経費充当一般財源の推移
経常経費充当一般財源

経常一般財源等収入百万円

○経常収支比率 

経常収支比率は、財政構造の弾力性を判断する指標の一つで、法定普通税や普通交付税などの経常

一般財源等収入が、人件費、扶助費及び公債費のような経常的経費にどの程度充当されているか、その

割合によって財政構造の弾力性をみようとするものであり、この割合が低いほど財政構造は弾力性があ

り、行政運営にとって好ましい状態となります。 

令和３年度の経常収支比率は９５．５％で、前年度（１０４．２％）と比べ８．７ポイント改善し、また２０年

ぶりに１００％を下回る結果となりました。 

   令和３年度は、経常収支比率算定式の分母となる経常一般財源等収入において普通交付税が大幅に増

加、また、町税や地方消費税交付金などにおいても増加したことにより比率が改善しました。しかし、経

常経費充当一般財源は前年度と比べ増加しているため、次年度以降、同水準の収入を確保できない、も

しくは経費の圧縮がなされなければ、再び比率は悪化する可能性があり、予断を許さない状況です。 
 

  経常経費充当一般財源 4,555,450千円（4,539,611千円） 
  経常一般財源等収入 4,７６７,６３１千円（4,356,699千円） 

                                                       （  ）書きは、２年度決算数値 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

×100＝経常収支比率 95.5％(104.2％) 
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○一般会計基金残高の状況 

（単位：千円）   

 
 

○一般会計町債残高の状況 

（単位：千円）       

 

３年度 2年度 元年度

655,543 588,562 404,934

う ち ふ るさ と 忠 岡 応 援 寄 附 金 分 493,199 436,223 271,621

106,347 92,981 64,682

う ち ふ るさ と 忠 岡 応 援 寄 附 金 分 96,961 83,596 55,298

261,355 246,339 176,080

う ち ふ るさ と 忠 岡 応 援 寄 附 金 分 258,588 243,575 173,322

54,339 54,573 54,572

0 0 0

35,097 35,097 35,097

13,899 12,949 13,715

2,038 2,038 652

20,000 20,000 0

493,075 463,977 344,798

1,148,618 1,052,539 749,732

区　　　　　分

財 政 調 整 基 金

特
定
目
的
基
金

合　　　　　　　　　計

公 共 施 設 整 備 基 金

愛 の 福 祉 基 金

国 際 交 流 基 金

中 小 企 業 振 興 補 助 基 金

奨 学 資 金 積 立 金 基 金

霊 園 基 金

小　　　　　　　計

森 林 環 境 譲 与 税 基 金

新型コ ロナウイル ス感 染症 対策 利子 補給 基金

総 務 債 143,213 199,042 254,415

民 生 債 254,756 183,064 136,125

衛 生 債 724,436 519,735 160,985

土 木 債 249,168 317,211 400,526

消 防 債 307,301 337,960 322,406

教 育 債 1,089,505 1,166,284 1,168,736

臨 時 財 政 対 策 債 3,494,420 3,515,536 3,595,937

退 職 手 当 債 49,320 94,650 151,100

第 三 セ ク タ ー等改 革推 進債 1,061,600 1,112,200 1,162,800

そ の 他 88,079 100,236 74,900

合　　　　計 7,461,798 7,545,918 7,427,930

区　　　　分 ２年度末 元年度末３年度末
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○健全化判断比率 

（単位：％） 

 
◆実質赤字比率 普通会計（一般会計が対象）の実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

  令和３年度は、歳入で地方交付税や地方消費税交付金などが増加したことにより、実質収支は５億

４，８０４万３千円の黒字となり、実質赤字比率は、基準内となりました。引き続き、健全な運営に努めて

まいります。 

 

◆連結実質赤字比率 普通会計に特別会計等を加えた実質赤字額の標準財政規模に対する比率 

   令和３年度は、全会計において黒字となり、連結実質赤字比率は、基準内となりました。引き続き、健全

な運営に努めてまいります。 

 

◆実質公債費比率 一般会計等が負担する町債等に係る元利償還金等の標準財政規模に対する比率 

   令和３年度は、普通交付税額が増となったことで比率が改善しました。引き続き、健全な比率を保持で

きるような起債発行等に努めてまいります。 

 

◆将来負担比率 本町の全ての会計を対象として、将来負担すべき負債の標準財政規模に対する比率 

   地方債の返済を着実に実行していることなどにより、数値は横ばいで推移しています。引き続き過度

の将来負担が生じないような財政運営に努めてまいります。 

 

○公営企業における資金不足比率 

（単位：％） 

 

◆資金不足比率 下水道事業会計における事業規模に対する資金の不足する比率 

令和 3 年度は下水道事業会計において、基準内となっています。 

下水道事業会計は、今後、インフラの老朽化に伴う更新事業等に備えるために、適切な経営を実施してい

く必要があります。 

実質赤字比率 連結実質赤字比率 実質公債費比率 将来負担比率

忠岡町 － － 7.0 42.7

早期健全化基準 15.0 20.0 25.0 350.0

財政再生基準 20.0 30.0 35.0

資金不足比率

下水道事業会計 －

早期健全化基準 20.0

財政再生基準

「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」に規定する４指標について 


